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袖ケ浦市社会教育関係団体の登録基準 

 

社会教育関係団体の登録基準は、５ページから７ページの登録基準に

定められていますが、表にすると以下のとおりです。  

 登録基準  登録できないもの  

活

動

趣

旨  

目的が社会教育、学習活動であり 、

その成果が十分期待できる。  

(1) 親睦、交流のみの活動である。  

(2) 
主な目的が学習活動ではなく、イベントを

開催するための活動であるもの。  

活

動  

会員が自主的に活動計画を立て、 運

営を行っている。  
(1) 活動の計画を立てていない。  

継続的に活動できる。  (2) 

活動が継続的でない（目的がイベントのみ

又は単発の活動である。）。  

活動しているが、利用時の人数が６人に満

たない状態が続いている。  

６カ月以上の活動実績がある。  (3) 活動実績が６カ月未満である。  

主な活動場所が市内である。  (4) 主な活動場所が市外である。  

団

体

構

成  

公の支配に属さない団体である。  (1) 
部活動の父母会、公的団体のＯＢ会など、

公的団体に関係し、又は属しているもの。  

実際に活動している会員が原則と し

て１０人以上で、そのうち３分の２

以 上 が 市 内 会 員 （ 在 住 、 在 勤 、 在

学）である。  

(2) 
名簿上は基準を満たしていても、架空名義

会員を名簿に記載している。  

原則として、会員が会への所属に つ

いて承知しており、登録の際に、会

の名簿に氏名、住所、電話番号を明

記することを同意している。  

(3) 

活動に参加していない人物、または講演会

や体験会等だけに参加した人の名前を会員

名簿に記載した場合（架空名義会員を名簿

に記載している。）。  

会員は、自主的に会の運営ができ る

年齢の者とする。ただし、青少年 健

全育成を目的とした活動で、成人 を

代表、責任者とし、ともに活動す る

場合は小学生以上を会員にできる。  

(4) 小中学生だけで構成されている。  

会員の対象が特定、限定されてい な

い。  
(5) 

会員の対象が特定されているものや 2～ 3程

度の家族、親族等で構成されているもの。  

運

営  

規約、会則を設ける。  (1) 

規約、会則を設けていない（民主的に運営

するためにも、規約、会則が基本となりま

す）。  

会 長 、 副 会 長 、 会 計 、 会 計 監 査 な

ど、役員を設ける。  
(2) 

役員を設けていない（規約に基づき役員を

選任して、会を運営することが民主的な運

営の基本です。そうでない場合は、個人中

心の運営となる恐れがあります）。  

総会、役員会を定期的に行う。  (3) 

総会、役員会を定期的に行っていない（総

会を行っていないことは、会員の意見が会

の運営に反映されていないといえます）。  

自己財源を有し、独自の会計を設 け

ている。  
(4) 独自の会計を設けていない。  



講師謝金の額は、会員の総意で決 定

し、サークルから講師に依頼する。  
(5) 

講 師 の意 思に より 謝 金の 額 を決 定す る 場

合。  

営利行為（商売・教室・個人の営 利

となる行為）をしない。  
(6) 

営利行為（商売・教室・個人の営利となる

行為）をする場合。  

特定の政党や候補者を支持、不支 持

する等の政治行為をしない。  
(7) 

特定の政党や候補者を支持、不支持する等

の政治行為をする場合。  

宗教の布教行為をしない。  (8) 
宗教などに関する活動、布教活動をする場

合。  

そ

の

他  

 

 

 

 

(1) 虚偽の届け出をした場合。  

(2) 

団体名に個人名や企業名、営利活動に

関する団体名が入っている、または連

想させるもの。登録基準外の団体と紛

らわしいもの、疑わしいもの。  

(3) 
各 種 届 出 （ 更 新 、 変 更 ） を 怠 っ た 場

合。  

(4) 
基準に反した行動が頻繁に見受けられ

る場合。  

 

届出について  

 届出書類は以下のものが必要となります。ただし、④以下の事業計画書、

予算書、事業報告書、決算書については、総会等に合わせて作成する場合

が多いため、申請時に未作成の場合は、書類を作成後に提出していただい

て結構です。その場合、①申請書、②規約又は会則、③会員名簿、⑧講師

名簿等を先に提出してください。  

 ①袖ケ浦市社会教育関係団体登録申請書  

 ②規約又は会則  

 ③会員名簿  

 ④事業計画書  

 ⑤予算書  

 ⑥事業報告書  

 ⑦決算書  

 ⑧講師（または指導者）名簿  

 

届出の期限：平成２７年４月１５日  

 

  



次のようなケースでは、 

「社会教育関係団体」として認められませ

ん。 

 

・団体支援の公平性を保つために、団体の活動状況が基準を満たしていな

いことが判明した場合は、「社会教育関係団体」の登録を取り消す場合が

ありますので、以下の点をご承知おきください。  

 

１ 会員名簿に、活動に参加していない人の名前を記載している。  

  ・登録するために、名前を借りている、または勝手に使っている。  

２ 市外会員が全体の３分の１以上いるために、一部の市外会員の名前を

記載していない。  

  ・市内会員の割合を満たすために、会員を除外している。  

３ 講師中心の教室  

  ・営利目的で複数の団体に指導している。  

  ・子ども団体で、保護者が運営に係わらず、講師が中心で塾のような

運営をしている。  

４ 利用人数が６人に満たないことが続いている。  

 ・１０人の団体が、３時間の使用する場合に２人一組で１時間ずつ

使い、結果的に６人が使っているが実態は常に２人しか使ってい

ず、このような使い方が繰り返されている。  

  



袖ケ浦市社会教育関係団体のメリット  

公民館等施設使

用料・予約期間  

詳細  対象施設・・市民会館、公民館、図書館  

 

１月につき８回まで抽選予約の申し込み

をすることができます。また、使用内容に

より使用料が免除されます。  

申込先  市民会館・公民館  

  事前の利用者登録により、インターネ

ットで抽選申込ができます。また、各公

民館窓口で抽選申込をすることもできま

す。  

図書館  

  図書館の会議室等を利用する場合は、

直接その図書館に申し込みをしてくださ

い。  

広報そでがうら

掲載  

詳細  会員募集記事を広報そでがうらに掲載す

ることができます。また、発表会、展示会

等の記事を掲載することができます。  

申込先   掲載希望号発行のおよそ４５日前までに

登録している施設に広報の原稿を作成して

申し込んでください。  

なお、具体的な締切日は、休日等により

号毎に異なりますので、お問い合わせくだ

さい。  

備考  内容によっては掲載できない場合もあり

ます。また、紙面の都合で記事が短くなる

場合や、掲載が遅れる場合もあります。  

 

社会教育関係団体の皆さんにご協力いただきたいこと。  

(1) 市民会館・公民館を有効に利用するため、利用者懇談会に参加して

ください。  

(2) 市民会館・公民館まつり等で、発表や展示、準備・片付け等にご協

力をお願いします。  

(3) 団体・サークルの日ごろの活動を見学させていただく場合がありま

すので、ご協力ください。  

 

 

  



袖ケ浦市社会教育関係団体の登録に関する基準  

 

 （趣旨）  

第１条 この基準は、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号。以下「法」

という。）第１０条に規定する社会教育関係団体の登録に関し必要な

事項を定める。  

 （登録要件）  

第２条 社会教育関係団体として登録することができる団体（袖ケ浦市社

会教育関係団体連絡協議会の加盟の連合組織を含まない。）は、別表

の要件を備えたものとする。  

 （受付期間）  

第３条  登録を受付する期間は、４月１日から同月１５日とする。  

２ 前項の規定に関わらず、新規に登録する団体にあっては、当該要件を

満たした時から随時受付するものとする。  

 （登録申請）  

第４条 登録申請をする団体の代表者は、登録申請書（様式第１号）に次

の各号に掲げる書類を添えて、市民会館長、公民館長、郷土博物館長、

中央図書館長（以下「公民館等の長」という。）を経由して教育委員

会に登録を申請するものとする。（重複して登録はできない。）  

 (1) 会則または規約  

 (2) 会員名簿  

 (3) 事業計画書及び予算書  

 (4) 事業報告書及び決算書  

 (5) 講師（又は指導者）名簿  

 (6) その他公民館等の長が必要と認める書類  

 （登録方法）  

第５条 登録方法は、次のとおりとする。  

 (1) 公民館等の長は申請があった第４条の書類を審査のうえ、受理し、

教育委員会に登録する。  

 (2) 公民館等の長は、新規に登録する団体にあっては、必要と認めた場

合、当該団体の代表者に対し事業内容等について説明を求めること

ができる。  

 （登録証等の交付）  

第６条 教育委員会は、第５条の規定により登録された団体（以下「登録



団体」という。）の代表者に対し、登録証（様式第２号）を交付する

ものとする。  

 （登録期間）  

第７条 登録される期間は、登録書の交付を受けた日から翌年４月３０日

までとする。  

 （変更または解散の届出）  

第８条 登録団体の代表者は、規約、役員もしくは事務所の位置を変更し

たときは変更届出（様式第３号）により、当該登録団体を解散したと

きは解散届（様式第４号）により、すみやかに教育委員会に届けるも

のとする。  

 （登録の取消）  

第９条 教育委員会は、登録団体が法第２３条及び袖ケ浦市公民館並びに

市民会館の設置及び管理等に関する条例第９条の規定に抵触したと認

めるとき、又は別表に掲げる登録の要件を満たさないと認めるときは、

公民館等の長の意見を聞き、登録を取消すことができる。  

２ 教育委員会は、前項の規定により登録を取消したときは、当該登録団

体の代表者に対し、登録取消通知書（様式第５号）により通知するも

のとする。  

 （報告等）  

第１０条  教育委員会は、登録団体に対し、指導資料の作成及び調査研究

などのために必要な書類の提出又は報告を求めることができる。  

 

   附  則 

 この基準は、平成６年４月１日から施行する。  

 この基準は、平成１９年４月１日から施行する。  

 この基準は、平成２７年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 



別  表  

項   目 登 録 の 要 件  

目 的 

 

 

 

活 動 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

会 員 構 成 

 

 

 

 

会 の 名 称 等 

 

会 則 等 

会 費 等 

 

 

会 計 年 度 

 

活動の拠点等  

 

活 動 回 数 

講 師 

 

 

 

 

 

 

宗 教 、 政 治活

動等 

社会教育に関する事業を行うことの主たる目的を通じ

て、会員の資質向上と会員相互の仲間づくりをはかり、

地域社会の文化・スポーツ等の振興に貢献するものとす

る。  

１ 社会教育事業の振興を目的とした活動であること。  

２ 社会教育関連事業であること。  

３  利用に関し、６人以上の人数での活動ができるこ

と。  

４  市の社会教育施設を利用し６か月間以上の活動の実

績を有すること。但し、社会教育施設の主催事業から

同一目的で移行したグループ・サークルはこの限りで

はないものとする。  

１  会員数は、原則として１０人以上とする。但し、そ

の構成の３分の２以上は市内居住者又は在勤者、在学

者であること。  

２  会の加入脱退について特定の制限または制約を設け

ないこと。  

家元、流派、講師等の名称または名前を使用しないこ

と。  

会則または規約（役員に関する規定）を有すること。  

１  自主的な活動費を有し、会の運営が確実になされて

いること。  

２ 会計（収入、支出）は会員に常に明朗であること。  

原則として毎年４月１日から翌年３月３１日までとする

こと。  

事務所を市内に有し、かつ主たる活動の場所が市内であ

ること。  

定期的な活動が年間６回以上実施されること。  

１  講師は、会員の学習指導に専念し、会の運営に関与

しないこと。  

２  講師に対する謝金は、会員数に関わらず一定額かつ

低額であり、その額は社会通念の範囲と会員の総意に

もとづくこと。  

３  講師は、営利を目的としないこと。また、強要しな

いこと。  

もっぱら宗教活動、政治活動または営利事業活動を目的

としないこと。  

 


